
資材の有効な利用の確保及び廃棄物の適正な処理を図るため制定された「建設リサイクル法」及び「特定建設資材に係る分別解体等に関する省令」に基づき、対象工事については、契約の際に、分別解体等の方法及び解体工事に要する費用等を書面に明記し、契約当事者双方が記名・押印すること等が義務付けられています。

◆対象工事

特定建設資材（コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資材、アスファルト・コンクリート、木材の４種類）を用いた建築物等に係る解体工事、又は特定建設資材を使用する新築等工事で、一定規模以上のもの。規模については下表のとおりです。

	対象建設工事
	規模基準

	建築物
	解体工事
	延べ床面積　　　　　８０㎡以上

	
	新築・増築工事
	延べ床面積　　　　５００㎡以上

	
	修繕又は模様替え工事
	請負金額　　　　　　１億円以上

	その他の工作物（土木工事等）
	請負金額　　　　５００万円以上


◆対象工事となる場合

①「法第１３条及び省令第４条に基づく書面 別紙１ 」（２部）

該当箇所にチェックマーク＝レや内容記入をして、契約日までに契約書と一緒に袋とじして、市契約検査課に提出をお願いします。
②「法第１２条第１項に基づく書面」（１部）
該当箇所にチェックマーク＝レや内容記入をして押印の上、入札から工事請負契約締結までの間に、市工事担当課に提出をお願いします。本様式をコピー等により、それぞれ２枚以上になる場合には、袋とじ・割印が必要となります。
◆対象工事とならない場合　　書類提出は不要です
対象工事等について不明な点がありましたら、工事担当課に問い合わせてください。
法第１３条及び省令第４条に基づく書面
▽工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．分別解体等の方法　＜（１）～（３）のうち該当するものに記入してください＞
（１）建築物に係る解体工事の場合
	工程毎の作業内容と解体方法
	工　　程
	作業内容
	分別解体等の方法

	
	①建築設備・内装材等
	建築設備・内装材等の取外　□有　□無
	□手作業　□手作業・機械作業の併用
併用の場合の理由(   　      )

	
	②屋根ふき材
	屋根ふき材の取外　　　　　□有　□無
	□手作業　□手作業・機械作業の併用
併用の場合の理由(      　   )

	
	③外装・上部構造部分
	外装・上部構造部分の取壊　□有　□無
	□手作業　 □手作業・機械作業の併用

	
	④基礎・基礎ぐい
	基礎・基礎杭の取壊　　　　□有　□無
	□手作業　 □手作業・機械作業の併用

	
	⑤その他（　　　　　　）
	その他の取壊　　　　　　　□有　□無
	□手作業　 □手作業・機械作業の併用


（２）建築物に係る新築工事等の場合
	工程毎の作業内容と解体方法
	工　　程
	作業内容
	分別解体等の方法

	
	①造成等
	造成等の工事　　　　　　　 □有　□無
	□手作業   □手作業・機械作業の併用

	
	②基礎・基礎ぐい
	基礎・基礎ぐいの工事　　　 □有　□無
	□手作業   □手作業・機械作業の併用

	
	③上部構造部分・外装
	上部構造部分・外装の工事 　□有　□無
	□手作業   □手作業・機械作業の併用

	
	④屋根
	屋根の工事　　　　　　 　　□有　□無
	□手作業   □手作業・機械作業の併用

	
	⑤建築設備・内装等
	建築設備・内装等の工事 　　□有　□無
	□手作業   □手作業・機械作業の併用

	
	⑥その他（　　　　　　）
	その他の工事　　　　 　　　□有　□無
	□手作業   □手作業・機械作業の併用


（３）建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）の場合
	工程毎の作業内容と解体方法
	工　　程
	作業内容
	分別解体等の方法

	
	①仮設
	仮設工事　　　 　　 □有　　□無
	□手作業   □手作業・機械作業の併用

	
	②土工
	土工事　　　　 　　 □有　　□無
	□手作業   □手作業・機械作業の併用

	
	③基礎
	基礎工事　　　　 　 □有　　□無
	□手作業   □手作業・機械作業の併用

	
	④本体構造
	本体構造の工事　　　□有　　□無
	□手作業   □手作業・機械作業の併用

	
	⑤本体付属品
	本体付属品の工事　　□有　　□無
	□手作業   □手作業・機械作業の併用

	
	⑥その他（　　　　　　　）
	その他の工事　　　　□有　　□無
	□手作業   □手作業・機械作業の併用


２．解体工事に要する費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（税込）
　　（注）解体工事に伴う分別解体及び積込に要する費用とする。なお、仮設費及び運搬費は含まない
３．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（税込）
　　（注）運搬費を含む
４．再資源化等をするための施設の名称及び所在地
	特定建設資材廃棄物の種類
	施設の名称
	所在地

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


· 受注者が選択した施設を記載（品目ごとに複数記入可）すること

· 不足する場合は別紙に記載すること

確認のため、本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）に基づく書面の提出方法等について





別紙１








